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固定資産税及び都市計画税にかかる誓約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

（あて先）東大阪市長　


（本社・本店）
　所　 在　 地                                                                       


  商号又は名称                                                                 


  代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印）                         



   東大阪市障害者等の就労機会の確保等活動事業者の認定申請につき、下記の事項に相違ないことを誓約します。

記


	
	｢土地家屋にかかる固定資産税及び都市計画税｣については課税対象外である。

	
	｢償却資産にかかる固定資産税｣については課税対象外である。


※該当項目に○をつけてください。


以上




